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令和６年９月 20 日
参考資料

４
第７回 労働安全衛生法に基づく一般

健康診断の検査項目等に関する検討会

歯科に関する健康診断の労働安全衛生法関係法令

１． 労働安全衛生法（抄）

２． 労働安全衛生法施行令（抄）

３． 労働安全衛生規則（抄）
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１．労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）（抄）

（事業者の講ずべき措置等）

第二十条～第二十一条（略）

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければな

らない。

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害

二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害

三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害

四 排気、排液又は残さい物による健康障害

第二十三条～第二十七条（略）

（健康診断）

第六十六条 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師

による健康診断（第六十六条の十第一項に規定する検査を除く。以下この条及び

次条において同じ。）を行わなければならない。

２（略）

３ 事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労

働省令で定めるところにより、歯科医師による健康診断を行なわなければならな

い。

４（略）

５ 労働者は、前各項の規定により事業者が行なう健康診断を受けなければならな

い。ただし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行なう健康診断を受けること

を希望しない場合において、他の医師又は歯科医師の行なうこれらの規定による

健康診断に相当する健康診断を受け、その結果を証明する書面を事業者に提出し

たときは、この限りでない。

（健康診断の結果についての医師等からの意見聴取）

第六十六条の四 事業者は、第六十六条第一項から第四項まで若しくは第五項ただ

し書又は第六十六条の二の規定による健康診断の結果（当該健康診断の項目に異

常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。）に基づき、当該労働者

の健康を保持するために必要な措置について、厚生労働省令で定めるところによ

り、医師又は歯科医師の意見を聴かなければならない。

（健康診断実施後の措置）

第六十六条の五 事業者は、前条の規定による医師又は歯科医師の意見を勘案し、

その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、

作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ずるほか、作業
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環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該医師又は歯科医師の意見の

衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は労働時間等設定改善委員会（労働時間等

の設定の改善に関する特別措置法（平成四年法律第九十号）第七条に規定する労

働時間等設定改善委員会をいう。以下同じ。）への報告その他の適切な措置を講

じなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実

施を図るため必要な指針を公表するものとする。

３ 厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があると認めるとき

は、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必要な指導等を行うことができ

る。

（健康診断の結果の通知）

第六十六条の六 事業者は、第六十六条第一項から第四項までの規定により行う健

康診断を受けた労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、当該健康診

断の結果を通知しなければならない。

２．労働安全衛生法施行令（昭和 47 年政令第 318 号）（抄）

（健康診断を行うべき有害な業務）

第二十二条

１・２（略）

３ 法第六十六条第三項の政令で定める有害な業務は、塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、

弗ふつ化水素、黄りんその他歯又はその支持組織に有害な物のガス、蒸気又は粉

じんを発散する場所における業務とする。
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３．労働安全衛生規則（抄）

（歯科医師による健康診断）

第四十八条 事業者は、令第二十二条第三項の業務に常時従事する労働者に対し、

その雇入れの際、当該業務への配置替えの際及び当該業務についた後六月以内ご

とに一回、定期に、歯科医師による健康診断を行なわなければならない。

（健康診断結果の記録の作成）

第五十一条 事業者は、第四十三条、第四十四条若しくは第四十五条から第四十八

条までの健康診断若しくは法第六十六条第四項の規定による指示を受けて行つた

健康診断（同条第五項ただし書の場合において当該労働者が受けた健康診断を含

む。次条において「第四十三条等の健康診断」という。）又は法第六十六条の二

の自ら受けた健康診断の結果に基づき、健康診断個人票（様式第五号）を作成し

て、これを五年間保存しなければならない。

（健康診断の結果についての医師等からの意見聴取）

第五十一条の二 第四十三条等の健康診断の結果に基づく法第六十六条の四の規定

による医師又は歯科医師からの意見聴取は、次に定めるところにより行わなけれ

ばならない。

一 第四十三条等の健康診断が行われた日（法第六十六条第五項ただし書の場合

にあつては、当該労働者が健康診断の結果を証明する書面を事業者に提出した

日）から三月以内に行うこと。

二 聴取した医師又は歯科医師の意見を健康診断個人票に記載すること。

２ 法第六十六条の二の自ら受けた健康診断の結果に基づく法第六十六条の四の規

定による医師からの意見聴取は、次に定めるところにより行わなければならない。

一 当該健康診断の結果を証明する書面が事業者に提出された日から二月以内に

行うこと。

二 聴取した医師の意見を健康診断個人票に記載すること。

３ 事業者は、医師又は歯科医師から、前二項の意見聴取を行う上で必要となる労

働者の業務に関する情報を求められたときは、速やかに、これを提供しなければ

ならない。

（健康診断の結果の通知）

第五十一条の四 事業者は、法第六十六条第四項又は第四十三条、第四十四条若し

くは第四十五条から第四十八条までの健康診断を受けた労働者に対し、遅滞なく、

当該健康診断の結果を通知しなければならない。

（健康診断結果報告）

第五十二条 常時五十人以上の労働者を使用する事業者は、第四十四条又は第四十

五条の健康診断（定期のものに限る。）を行つたときは、遅滞なく、定期健康診
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断結果報告書（様式第六号）を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。

２ 事業者は、第四十八条の健康診断（定期のものに限る。）を行つたときは、遅

滞なく、有害な業務に係る歯科健康診断結果報告書（様式第六号の二）を所轄労

働基準監督署長に提出しなければならない。

（ばく露の程度の低減等）

第五百七十七条の二 事業者は、リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱

う事業場において、リスクアセスメントの結果等に基づき、労働者の健康障害を

防止するため、代替物の使用、発散源を密閉する設備、局所排気装置又は全体換

気装置の設置及び稼働、作業の方法の改善、有効な呼吸用保護具を使用させるこ

と等必要な措置を講ずることにより、リスクアセスメント対象物に労働者がばく

露される程度を最小限度にしなければならない。

２ 事業者は、リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えること

により、労働者に健康障害を生ずるおそれがない物として厚生労働大臣が定める

ものを製造し、又は取り扱う業務（主として一般消費者の生活の用に供される製

品に係るものを除く。）を行う屋内作業場においては、当該業務に従事する労働

者がこれらの物にばく露される程度を、厚生労働大臣が定める濃度の基準以下と

しなければならない。

３ 事業者は、リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に常時従事

する労働者に対し、法第六十六条の規定による健康診断のほか、リスクアセスメ

ント対象物に係るリスクアセスメントの結果に基づき、関係労働者の意見を聴き、

必要があると認めるときは、医師又は歯科医師が必要と認める項目について、医

師又は歯科医師による健康診断を行わなければならない。

４ 事業者は、第二項の業務に従事する労働者が、同項の厚生労働大臣が定める濃

度の基準を超えてリスクアセスメント対象物にばく露したおそれがあるときは、

速やかに、当該労働者に対し、医師又は歯科医師が必要と認める項目について、

医師又は歯科医師による健康診断を行わなければならない。

５ 事業者は、前二項の健康診断（以下この条において「リスクアセスメント対象

物健康診断」という。）を行つたときは、リスクアセスメント対象物健康診断の

結果に基づき、リスクアセスメント対象物健康診断個人票（様式第二十四号の二）

を作成し、これを五年間（リスクアセスメント対象物健康診断に係るリスクアセ

スメント対象物ががん原性がある物として厚生労働大臣が定めるもの（以下「が

ん原性物質」という。）である場合は、三十年間）保存しなければならない。

６ 事業者は、リスクアセスメント対象物健康診断の結果（リスクアセスメント対

象物健康診断の項目に異常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。）

に基づき、当該労働者の健康を保持するために必要な措置について、次に定める

ところにより、医師又は歯科医師の意見を聴かなければならない。

一 リスクアセスメント対象物健康診断が行われた日から三月以内に行うこと。

二 聴取した医師又は歯科医師の意見をリスクアセスメント対象物健康診断個人

票に記載すること。
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７ 事業者は、医師又は歯科医師から、前項の意見聴取を行う上で必要となる労働

者の業務に関する情報を求められたときは、速やかに、これを提供しなければな

らない。

８ 事業者は、第六項の規定による医師又は歯科医師の意見を勘案し、その必要が

あると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、作業の転

換、労働時間の短縮等の措置を講ずるほか、作業環境測定の実施、施設又は設備

の設置又は整備、衛生委員会又は安全衛生委員会への当該医師又は歯科医師の意

見の報告その他の適切な措置を講じなければならない。

９ 事業者は、リスクアセスメント対象物健康診断を受けた労働者に対し、遅滞な

く、リスクアセスメント対象物健康診断の結果を通知しなければならない。

１０ 事業者は、第一項、第二項及び第八項の規定により講じた措置について、関

係労働者の意見を聴くための機会を設けなければならない。

１１ 事業者は、次に掲げる事項（第三号については、がん原性物質を製造し、又

は取り扱う業務に従事する労働者に限る。）について、一年を超えない期間ごと

に一回、定期に、記録を作成し、当該記録を三年間（第二号（リスクアセスメン

ト対象物ががん原性物質である場合に限る。）及び第三号については、三十年間）

保存するとともに、第一号及び第四号の事項について、リスクアセスメント対象

物を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者に周知させなければならない。

一 第一項、第二項及び第八項の規定により講じた措置の状況

二 リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者の

リスクアセスメント対象物のばく露の状況

三 労働者の氏名、従事した作業の概要及び当該作業に従事した期間並びにがん

原性物質により著しく汚染される事態が生じたときはその概要及び事業者が講

じた応急の措置の概要

四 前項の規定による関係労働者の意見の聴取状況

１２ 前項の規定による周知は、次に掲げるいずれかの方法により行うものとする。

一 当該リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う各作業場の見やすい

場所に常時掲示し、又は備え付けること。

二 書面を、当該リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事

する労働者に交付すること。

三 事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体を

もつて調製するファイルに記録し、かつ、当該リスクアセスメント対象物を製

造し、又は取り扱う各作業場に、当該リスクアセスメント対象物を製造し、又

は取り扱う業務に従事する労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設

置すること。


